
2023年2月24日

公益社団法人 セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン

国際協力に関する意識調査
調査結果

※公開版

連絡先：セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン アドボカシー部
japan.advocacy@savethechildren.org

mailto:japan.advoccacy@savethechildren.org


目的：子どもを含む一般の市民が、

1. 国際協力・ODA拠出についてどのような意識を持っているかを明らかにすること

2. 国際協力の国際目標の達成や社会サービス分野への支援の必要性についてど

のように考えているかを明らかにすること

対象：47都道府県在住の、①15歳～17歳の子ども、➁18歳以上の大人

実施期間：2023年1月27日（金）～1月29日（日）

方法：インターネットリサーチ「Quick」

有効回答数：12,369人

（内訳）15歳～17歳の子ども1,213人、18歳以上の大人11,156人

調査主体：公益社団法人セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン

調査委託先：マクロミル

調査概要
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回答者属性：性別と年齢（N=12,369）

男性

50.3%

女性

49.7%

性別：ほぼ半々
15才未満 0.0%

15～19才

16.7%
20才～24才

5.0%

25才～29才

8.2%

30才～34才

7.2%

35才～39才

8.0%

40才～44才

8.8%

45才～49才

11.0%

50才～54才

9.6%

55才～59才

8.4%

60才以上

17.0%

年齢分布：偏りは少ない
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回答者属性：居住地域（N=12,369）

北海道 4.7%

東北地方 5.9%

関東地方

36.8%

中部地方

17.5%

近畿地方

18.0%

中国地方 5.8%

四国地方 2.5%

九州地方 8.8%

関東が約4割を占めるが、すべての地域からの回答があった
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53%

41%

37%

33%

30%

26%

18%

0%

2%

9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

国際社会の平和や安定のため

国際協力を通じて、他の国々

との友好な関係を築くため

日本の平和や安定のため

途上国の貧困・格差をなくし、

人々の生活を良くするため

国際社会の一員としての責任

を果たし、信頼を得るため

日本の経済を向上し、途上国における

日本の企業活動などを後押しするため

途上国の経済を向上し、途上国の

企業活動などを後押しするため

その他（理由）

国際協力は必要ない

わからない

Q：日本の国際協力活動はなぜ必要だと思われますか。（最大3つまで選択）

国際協力が必要な理由：
2人に1人が「国際社会の平和と安定のため」を選択

N=12,369
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Q: 日本が国際協力を行うときに、守らなければならないことは何だと思いますか。（最大3つまで選択）

51%

45%

44%

38%

36%

18%

0%

10%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

基本的人権や民主主義に

負の影響を与えないこと

途上国が自らもつ知見・経験を

重視し、文化を尊重すること

途上国の環境や人々の生活に

負の影響を与えないこと

途上国自らの努力を引き出す

ような支援を行うこと

武器供与など軍事的な

支援を行わないこと

日本の知見・経験を重視すること

その他

わからない

「最も守らねば
ならないこと」の
単一選択でも

トップ

国際協力の原則： 2人に1人が
「基本的人権や民主主義に負の影響を与えないこと」を選択

「最も守らねば
ならないこと」の
単一選択では
第2位

N=12,369
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57%

45%

40%

38%

32%

0%

13%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

教育（学校や教員等）、保健医療（制度や人材

育成等）などの社会サービス分野の支援活動

紛争や災害などの緊急時に行う人道支援活動

産業や工業、通信、運輸やエネルギー

などの経済的な分野の支援活動

気候変動や環境汚染などに対処するための活動

農業や漁業などの第一次産業を支援する活動

その他

わからない

Q: 日本が国際協力を行うときに、どの分野に重点をおくべきだと思いますか。
（重点をおくべきものすべて選択）

国際協力の重点分野：
教育、保健医療などの社会サービス分野がトップ

N=12,369
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とてもそう思う

11%

ややそう思う

29%

どちらでもない

28%

あまりそう思わない

12%

まったくそう思わない

6%

わからない

14%

「とてもそう思う」と
「ややそう思う」を合
わせると約40％

ODA0.7％目標達成を支持する人は4割を占める

N=12,369

Q: 日本はODAの拠出金額を国民総所得（GNI）の0.7%にするという
国際目標を達成すべきだと思いますか。

※日本のODA拠出はGNIの0.34％（2021年）
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子どもたちの6割以上がODA0.7％目標を支持

子ども（15－17歳） 大人（18歳以上）

とてもそう

思う

25%

ややそう

思う

40%

どちらでもない

15%

あまりそう思わない

8%

まったくそう思

わない

3%

わからない

9%

とてもそう

思う

10%

ややそう思う

28%

どちらでもない

29%

あまりそう

思わない

13%

まったくそ

う思わない

6%

わからない

14%

「とてもそう思う」
「ややそう思う」
約64％

「とてもそう思う」
「ややそう思う」
約38％

N＝ 1,213 N＝ 11,156

子どもの声

Q: 日本はODAの拠出金額を国民総所得（GNI）の0.7%にするという国際目標を達成すべき

だと思いますか。 ※日本のODA拠出はGNIの0.34％（2021年）
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Q：日本は、社会サービス分野への支出を増やし、主要な国々の平均※に近づけるべきだと思いますか。
※開発援助委員会（DAC）に参加する先進国31ヶ国＋EUの平均は36.5％、日本は13.7％（2019年）

N=12,369

教育や保健、水といった社会サービス※へのODAを
他の先進国並みにすることを約半数が容認
※教育、保健医療・栄養、水・衛生、社会的保護（経済的に困難な家庭に対する給付金などの福祉制度）など

とてもそう思う

14%

ややそう思う

35%

どちらでもない

25%

あまりそう思わない

10%

まったくそう思わない

4%

わからない

12%

「とてもそう思う」と
「ややそう思う」を合
わせると約半数
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とてもそ

う思う

29%

ややそう思う

40%

どちらでも

ない

14%

あまりそう思

わない

7%

まったくそう思わない

2%

わから

ない

8%

とてもそう

思う

12%

ややそう思う

35%どちらでも

ない

26%

あまりそう

思わない

10%

まったくそ

う思わない

4%

わからない

13%

子ども（15－17歳） 大人（18歳以上）「とてもそう思う」
「ややそう思う」
約68％

「とてもそう思う」
「ややそう思う」
約47％

子どもたちは社会サービス※を大人より重視
※教育、保健医療・栄養、水・衛生、社会的保護（経済的に困難な家庭に対する給付金などの福祉制度）など

N＝ 1,213 N＝ 11,156

子どもの声

Q：日本は、社会サービス分野への支出を増やし、主要な国々の平均※に近づけるべきだと思いますか。
※開発援助委員会（DAC）に参加する先進国31ヶ国＋EUの平均は36.5％、日本は13.7％（2019年）
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その他
０％

わからない
13％ 教育

17％

保健・栄養
23％

水・衛生
31％

社会的保護
17％

社会サービス※の重点項目：
突出はなかったものの、水・衛生を優先すべきという傾向
※教育、保健医療・栄養、水・衛生、社会的保護（経済的に困難な家庭に対する給付金などの福祉制度）など

Q：社会サービス分野の中で、特に重点的に支出すべき項目はどれだと思いますか。

全体的に2～3割程度で突出はなかった

N＝12,369
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Q: 日本はこれからの国際協力についてどのようにしたらよいと思いますか。

N=12,369

国際協力を「進めるべき」と答えた人は6割近く
一方「減らす、やめるべき」と答えた人は1割にも満たない

積極的に進める

べきだ

18%

ある程度進める

べきだ

39%

現在と同程度

でよい

24%

減らすべきだ

6%

やめるべきだ

1%
わからない

12%

「とてもそう思う」と
「ややそう思う」を合
わせると約56％

「減らすべきだ」と
「やめるべきだ」は
約7％にすぎない
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積極的に進

めるべきだ

16%

ある程度進

めるべきだ

38%

現在と同程

度でよい

26%

減らすべきだ

6%

やめるべきだ

1% わからない

13%
積極的に

進めるべ

きだ

35%

ある程度進

めるべきだ

40%

現在と同程度でよい

13%

減らすべきだ

3%

やめるべきだ

1%
わから

ない

8%

子ども（15－17歳） 大人（18歳以上）

Q：日本はこれからの国際協力についてどのようにしたらよいと思いますか。

「とてもそう思う」
「ややそう思う」
約75％

「とてもそう思う」
「ややそう思う」
約54％

国際協力を進めるべきだと考える子どもは4人に3人

N＝ 1,213 N＝ 11,156

子どもの声
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Q：日本は、どのような国を対象に国際協力を行うべきだと思いますか。
（1位～3位までを選択）

25%

20%

18%

25%

12%

23%

24%

25%

15%

12%

23%

21%

14%

15%

26%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

経済的に特に貧しい国、

貧困・格差が深刻な国

紛争の影響を受けていたり、難民や国内で

避難していたりする人々が多い国

日本と経済的に結びつき

の強い途上国

日本の安全保障を確保

する上で重要な友好国

気候変動や災害の影響を

受けている国

１位/番目 ２位/番目 ３位/番目

国際協力の重点国：
貧困・格差が深刻な国を優先するべきという傾向

1位の選択で
は、貧困国と
友好国が同率

N=12,369
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子どもの声

Q これからの日本の国際協力に求められることは何だと思いますか。
あなたが必要だと思うこと、変えた方がいいと思うことなど、どのようなことでも結構ですので、できる
だけ具体的にお答えください。

子どもが考える、求められる国際協力の在り方

【参考】寄せられた自由回答より

17

子どもからは、

• 日本の利益を考えずに貧困国の援助を行うべき

• 教育支援を重点的に行うべき

• 開発途上国における教育分野、衛生分野の支援の徹底

• 自分たちにできることを知りたい

• 国際協力に対する国民の理解をより深めるべき

といった声があがった。



Q これからの日本の国際協力に求められることは何だと思いますか。
あなたが必要だと思うこと、変えた方がいいと思うことなど、どのようなことでも結構ですので、できる
だけ具体的にお答えください。

【参考】寄せられた自由回答より

17

大人が考える、求められる国際協力の在り方

大人からは、

• 相手国からの見返りを求めない支援が重要

• 国際協力についてもっと情報公開をし、その効果や透明性を発信することが必要

• 税金の使い方を見直し、国際協力により振り分けるべき

• 子どもの保護や子どもの教育に重点を置くべき

• 貧困や飢餓に苦しむ開発途上国への支援を増やすべき

といった声があがった。



1．国際協力に対する意識
• 国際協力が必要な理由として、「国際社会の平和や安定のため」と回答した人は約半数。
• 国際協力の原則について、約半数が、「基本的人権や民主主義に負の影響を与えないこ

と」と回答。

2．日本の貢献度に対する考え
• ODAの0.7%目標を達成すべきかについて、約4割が支持。「とてもそう思う」（10％）、「や

やそう思う」（28％）と回答した大人の割合は、4割ほどにとどまったが、一方、「とてもそう思
う」（25％）、「ややそう思う」（40％）と回答した子どもの割合は6割を超えた。

3．社会サービス分野増額についての考え
• 国際協力の重点分野の考えとして、教育、保健医療などの社会サービス分野が約6割とトッ

プ。
• 教育や保健といった社会サービス分野へのODAを他の先進国並みにすることについて、約半

数が容認。「とてもそう思う」（12％）、「ややそう思う」（35％）と回答した大人の割合は、
半数ほどにとどまったが、一方、「とてもそう思う」（29％）、「ややそう思う」（40％）と回答
した子どもの割合は7割近くとなった。

• 教育や保健医療・栄養、水・衛生、社会的保護といった社会サービス分野で重点すべき項
目については、それぞれ約2～3割程度で、突出したものはなかった。

まとめ
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4．今後の開発協力に対する意識

• 日本のこれからの国際協力について、「積極的に進めるべきだ」（18％）と「ある程度

進めるべきだ」（39％）を合わせると約56％となり、進めるべきだと回答した人は6割

近く。一方、「減らすべきだ」（6％）、「やめるべきだ」（1％）と回答した人は約7％に

過ぎず、1割に満たない。

• 子どもと大人別に見ると、「積極的に進めるべきだ」（16％）、「ある程度進めるべき

だ」（38％）と回答した大人は、半数であったのに対し、「積極的に進めるべきだ」

（35％）、「ある程度進めるべきだ」（40％）と回答した子どもは7割以上となり、大

人を上回る結果に。

• 国際協力の重点国では、貧困・格差が深刻な国を優先するべきという傾向。

まとめ（続き）

16



Q1. 日本の国際協力活動はなぜ必要だと思われますか。(3つまで)

Q2. あなたは、前問で日本の国際協力活動は必要ないとお答えになりましたが、その理由はなぜで

すか。

Q3.日本が国際協力を行うときに、守らなければならないことは何だと思いますか。（3つまで）

Q4.日本が国際協力を行うときに、どの分野に重点をおくべきだと思いますか。（複数回答）

Q5.日本はODAの拠出金額を国民総所得（GNI）の0.7%にするという国際目標を達成すべき

だと思いますか。

Q6.社会サービス分野の中で、特に重点的に支出すべき項目はどれだと思いますか。（単一回答）

Q7.日本は、社会サービス分野への支出を増やし、主要な国々の平均に近づけるべきだと思います

か。

Q8.日本はこれからの国際協力についてどのようにしたらよいと思いますか。

Q9.日本は、どのような国を対象に国際協力を行うべきだと思いますか。（1位から3位まで選択）

Q10.これからの日本の国際協力に求められることは何だと思いますか。あなたが必要だと思うこと、

変えた方がいいと思うことなど、どのようなことでも結構ですので、できるだけ具体的にお答えください。

設問一覧
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